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第 １ 章 

宅地建物取引業法 

の目的と全体像 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

▶ 4 ◀ 

（1）なぜ宅地建物取引業法が作られたの？ 

宅地建物取引業法（以下、宅建業法と略します）が制定されたのは、第二次大戦後です。

戦後の未曾有の住宅不足がその最大の要因でした。また、戦後の経済復興に伴い、一

般の宅地建物の需要が拡大し、その取引が盛んになったことも拍車をかけました。宅

地建物の取引が増加すると、それに比例し、紛争や事故も激増しました。 

また、宅地建物の取引には、相当の知識、経験、資力、信用等が必要となります。しか

し、宅建業法が制定されるまでは、誰でも自由にこの業界に参入できたこともあり、知識

や経験もない者が自由に取引に従事したり、逼迫した住宅事情につけこんで悪事を働

く業者も少なからず存在したりしました。 

そこで、宅地建物という重要な財産の取引を安全に取り扱い、宅地建物の円滑な流通

と利用の促進を図るため、宅地建物の取引に関する規制の必要性が高まり、法制定の

運動が起こりました。このような状況を背景に、昭和 27 年に宅建業法が制定されました。 

（2）どうやって目的を実現するの？ 

宅建業法は、法律の中では行政法と呼ばれる分野に位置づけられます。民法などは

私法と呼ばれ、民間人同士の間を規律するルールでした。民法で学ぶように、そこで

は自由が優先します。それに対して、行政法は、国との間での規律となります。ビジネ

スとしての不動産取引を原則として禁止し、国が許可した者たちだけがこれを行えるよ

うにしています。このような仕組みを許可といいます。許可制は行政法の分野ではよく

使われる手法です。 

許可を受けた者（宅地建物取引業者）に、民法にはない別のルールを適用し、違反し

た者を免許取消等の制裁（監督処分といいます）を科すことで、目的を実現します。 

（3）宅地建物取引業法にはどんなルールがあるの？ 

1 総則（目的・定義）  

2 免許（免許の取得、免許基準、免許の効力）  

3 宅地建物取引士（登録、登録基準、取引士証、効力）  

4 保証金（営業保証金 弁済業務保証金）  

5 業務の規制 

① 信義則、従業者教育、取引士の設置義務 

② 広告規制、媒介代理契約の規制 

③ 重要事項説明、書面の交付 

④ 秘密保持、その他業務上の規制 

⑤ 自ら売主制限 

⑥ 報酬額の制限 

6 監督処分 

7 罰則 
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